
食料の安定供給のための農地の確保及びその有効な利用を図るための
農業振興地域の整備に関する法律等の一部を改正する法律について
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＜農地の総量確保のための措置＞
〇 農地の総量確保のための措置の強化

→ 県の面積目標の達成に向けた措置及び農用地区域の変更に係る国の関与強化 等

〇 農地転用に係る手続の厳格化
→ 農地転用許可後の定期報告及び原状回復命令に従わない者の公表

＜適正利用のための措置＞
〇 農地の権利取得の厳格化

→ 農地の権利取得時の法令遵守状況等を確認し、不適正な農地利用を防止 等

農地の確保・適正利用に
係る措置を強化した上で

〇 人と農地の受け皿となる農地所有適格法人の経営基盤強化
→ 懸念払拭措置を講じた上で食品事業者等との連携による出資の柔軟化

食料安全保障強化に向けた農地制度見直しについて

○ 食料安全保障の根幹は、人と農地の確保。
○ 農地は食料生産の基盤であり、農地の総量確保と適正利用のための措置を強化するととも
に、人口減少に対応し、将来にわたっての農地の総量確保を図るため、人と農地の受け皿
となる農地所有適格法人の経営基盤強化についても所要の措置を講じていく。

農地の確保・適正利用に係る措置の強化

【具体的な措置】

将来にわたって農地の総量を確保し、最大限活用を図るための措置
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同意

農地の総量確保のための措置の強化（農振法）
○ 目的規定に食料の安定供給の確保及びそのために必要な農用地等を確保する旨を明記

○ 国と地方公共団体の責務及び国の基本指針・都道府県の基本方針（※１）の面積目標の対
象を農用地区域内の農用地に明確化するとともに、基本指針策定に当たっての国と地方の協
議の場を法定化

○ 農用地の総量確保の措置として、①除外に係る都道府県の同意基準の追加、②国の関与
に係る手続を整備

○ 農用地区域に定めるべき土地として、地域計画（※２）の達成のために必要な土地を追加
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①面積目標の達成状況

②農用地区域からの除外の協議
に係る資料

＋①②の内容について説明の
要求（※３）

資料の提出

市町村の整備計画の策定・変更

＜農用地区域からの除外要件＞
①代替地がないこと
②地域計画の達成に支障を及ぼさないこと
③農業上の効率的かつ総合的な利用に支障を
及ぼさないこと

④農用地の利用集積に支障を及ぼさないこと
⑤土地改良施設に支障を及ぼさないこと
⑥農業生産基盤整備事業完了後８年を経過し
ていること

＜農用地区域に含めるべき土地＞
①一定規模（10ha）以上の集団的農用地
②農業生産基盤整備事業の対象地
③土地改良施設用地
④農業用施設用地（２ha以上又は①、②に隣
接）

⑤その他必要な土地
＜追加＞
地域計画の達成を図るため、農業上の利

用を確保することが必要であると認められ
る土地

農用地区域からの
除外の協議

同意基準

①除外要件の全てを満たすこと

②集団的農用地等の除外に関し、

都道府県の面積目標の達成に

支障を及ぼすおそれがない

こと（※３） 勧告・是正の要求

（※１）農用地等の確保のため、国が定める基本指針、各都道府県が定める基本方針それぞれにおいて、
面積目標を設定

（※２）農業経営基盤強化促進法に基づき、地域における農業の将来の在り方等について、地域の
農業者等による協議の結果を踏まえ、市町村が作成する計画（４ページ参照）

（※３）面積目標の達成に支障がないよう、遊休農地の解消や農用地区域への編入等を講じようとして
いること等

農地の総量確保のための措置の概要

資料の要求等

以下の赤字は改正部分



農業振興地域制度（農振法）
〈農業上の土地利用のゾーニング〉

農地転用許可制度（農地法）
〈個別転用を規制〉

（転用禁止）

農振白地地域

農業振興地域外

【許可権者】
・ 都道府県知事

・ 指定市町村（農林水産大臣が指定する
市町村）の長

（４ha超は農林水産大臣に協議）

・土地改良事業の対象となっていない
小集団の生産力の低い農地

・市街地にある農地 等

市街化区域の農地：届出で転用可能

農業振興地域

長期にわたり総合的に農業振興を図る地域
（都道府県が指定）

農用地区域
（市町村が設定）

農業上の利用を図るべき土地の区域

参考：農業振興地域制度と農地転用許可制度の概要について

○ 農業振興地域制度により、農業上の利用を図るべき土地を「農用地区域」としてゾーニ
ング（転用不可）

○ 農地転用許可制度により、個別にその優良性や周辺の土地利用状況等により農地を区分し、
農地転用を農業上の利用に支障が少ない農地に誘導

農振白地地域内の農地

農業振興地域外の農地

農地面積
429.7万ha
（令和５年）

・集団的農地、基盤整備
農地等
・農地転用が原則禁止

・中山間地の狭小な農地
・市街地にある農地 等

（農用地区域から除外）

農用地区域内の農地
397.8万ha
（令和４年）

 農用地区域外の農地のうち、
以下に該当する場合には、許可
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農用地区域内の農地については不許可



同意市町村は、自然的経済的社会的諸条件を

考慮した区域ごとに、農業者・農業委員会・

農地バンク・ＪＡ・土地改良区等の関係者に

よる協議の場を設置し、次を話合い

同
意
市
町
村
は
、
協
議
の
結
果
を
公
表

地域で農業の将来の在り方等を協議

農
業
委
員
会
・
農
地
バ
ン
ク
・
Ｊ
Ａ
・
土
地
改
良
区
等
の
意
見
を
聴
取 

等

同
意
市
町
村
は
、
地
域
計
画
を
公
告

❶ 区域における農業の将来の在り方

❷ 区域における農業上の利用が行われる農用地等

の区域（※）

❸ その他農用地の効率的かつ総合的な利用を図る

ために必要な事項

※協議の中で、（緑）農業上の利用が行われる区域と
（茶）保全等を進める区域に整理

緑の区域：農業経営基盤強化促進法に基づく地域計画へ

茶の区域：農山漁村活性化法に基づく活性化計画へ

現状 目標地図

○同意市町村は、次を定めた地域計画（案）

を作成

①地域計画の区域

②①の区域における農業の将来の在り方

③②に向けた農用地の効率的かつ総合的な

利用に関する目標 等

○同意市町村は、③の目標として、農業を担

う者ごとに利用する農用地等を定め、これ

を地図に表示（「目標地図」）

○目標地図の素案は、農業委員会が市町村の

求めを受けて作成

（情勢の推移に応じ、随時変更が可能）

※目標地図のイメージ

保全等を進める
区域

農業上の利用が
行われる区域

○ 同意市町村（※）は、地域における農業の将来の在り方等について、協議の場を設け、協議の結果を踏まえ、農用地の効率
的かつ総合的な利用を図るため、「地域計画」（人・農地プラン）を策定

○ 地域計画は、施行日（令和５年４月１日）から２年以内（令和７年３月末まで）に策定（随時変更が可能）

※地域計画の策定は、市街化区域については行われない。 4

参考：地域計画について

同意市町村が地域計画を策定

農用地区域は地域計画への位置付けをお願いします！
※同意市町村とは、「農業経営基盤の強化の促進に関する基本的
な構想」（都道府県知事の同意が必要）を策定した市町村をいう。



○ 不適切な転用を防止するため、農地転用の許可を受ける者が定期報告を行う仕組みを構築

○ 違反転用を行い原状回復等の措置命令を受けた者が、当該命令に係る期限までに当該命令に
係る措置を講じない等の場合に、その旨を公表する仕組みを創設

農地転用に係る手続の厳格化（農地法）

違反転用に対する措置農地転用許可手続

転用許可は条件を付けてすることができる。

 事務処理要領において次の条件を付けるよう運用
① 事業計画に従って事業の用に供すること

② 工事が完了するまでの間、許可の日から３か月後及びその後１年ごとに

進捗状況、完了したときは、遅滞なくその旨を報告すること

③ 一時的な利用の場合は、工事完了の日までに農地に復元すること

※課題
・ 営農型太陽光発電等において不適切な事案が見受けられるとこ
ろ、定期報告を行わない、事業目的どおり事業を行っていないな
どの場合は、許可条件違反を厳しく問う必要。

・ 農地法第51条の違反転用（許可条件違反）に係る処分を行った
場合は訴訟リスクもあるところ、条件を付けることが義務化され
ておらず、また、付ける条件の内容が法令上明記されていないこ
とから当該処分を講じにくい。

従 来

転用許可は、転用行為が完了するまでの間、実施状況に
ついて報告することその他の必要な条件を付けてしなけ
ればならない。

※指導や違反転用に係る処分がしやすくなる

改正後

違反転用の発見

是正指導

書面による勧告

許可の取消、
原状回復命令等

行政代執行

【公表の内容】
・命令に従わなかった旨
・土地の地番
・氏名 等

指導に従わない場合

勧告に従わない場合

命令に従わない場合

※公表の効果
・違反者が命令を履行
・違反転用地の第三者へ
の権利移動の防止

（本規定が存在することに
よる違反転用そのものの
抑止）

違反情報の公表
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① 農地の全てを効率的に利用する（第１号）

② 法人の場合は農地所有適格法人である（第２号）

農地法における権利取得の主な許可要件（第３条第２項）

③ 必要な農作業に常時従事する（第４号）

④ 周辺の農地利用に支障がない（第６号）

〇 耕作に必要な機械の所有状況、労働力、技術、農作業に従事
する者の配置の状況、農業関係法令の遵守状況を見て判断

〇 農作業に年間従事する日数は原則150日以上

〇 農地の面的集積を分断する、他の農業者の水利用や有機農
業を阻害する農地利用でないこと

具体的な運用イメージ（検討中）

• 農作業に従事する者の配置の状況からして各農地で農作業を行うことが可能なのか（市町村別に
従事状況を申請していただくことを想定）

• 農業関係法令（※）の違反がないか
※農地法、農振法、種苗法、農薬取締法を想定

①農地の権利取得希望者は、以下の状況について３条許可申請の際に申告

②農業委員会は、①の申告を審査。必要に応じて関係行政機関に問い合わせを行う

農地の権利取得時の耕作者の属性の確認（農地法第３条等）

○ 農地の権利取得の許可要件の例示として、農作業に従事する者の配置の状況、農業関係法令の遵
守状況を追加

○ 農地所有適格法人について、拒否権付株式を発行している場合には、その種類株主総会において
も農業関係者が議決権の過半を占めるべきことを明確化（法の施行から1年間は経過措置）
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〇 役員要件、議決権要件（種類株主総会においても農業関係者
が議決権の過半を占めることを明確化）等



農地所有適格法人の経営基盤強化（基盤法第３章の２等）

○ 農地所有適格法人が、出資により食品事業者等との連携措置を通じて農業経営を発展させ
るための計画（農業経営発展計画）について、農林水産大臣の認定を受けた場合に、議決権
要件の特例を措置。認定後は、農地の権利移動・転用等を国が都度確認。
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申請者
（農地所有適格法人）

農林水産大臣

都道府県・市町村・農委

申請者の要件
・ 認定農業者として５年以上の実績があること
・ 地域計画に位置付けられていること
・ 農地の権利移転・転用、取締役の選解任の決定について、株主総会の特別決議（2/3

の賛成）を要する旨が定款において定められていること

出資者
（食品事業者等）

出資者の要件
・ 取引実績のある食品事業者、地銀ファンド（投資円滑

化法の承認組合に限る予定）であること

大臣による計画の認定要件
・ 地域計画の達成に資すること、内容が目標達成のために適

切であること
・ 農地の全てを適正に利用していること、農地の権利移転・

転用が計画の達成に支障を及ぼすおそれがないこと 等
※詳細は検討中

農産物
の取引

出資

計画申請 計画認定、監督

情報提供・協議
（※）

情報提供・協議
同意（※）

認定後の監督措置
・ 計画を変更する際は、大臣の認定が必要。
・ 認定後の農地の権利移転・転用には計画の変更を要し、国

が、都道府県等にも協議した上で都度認定。
・ 国に対する定期報告義務、国が随時報告徴求可。必要に応

じ勧告、取消し。
・ 法人の情報について、国・地方自治体間で相互利用可。

１/３超

１/２超

農業関係者 その他食品事業者等

50％

特例の内容
計画について大臣の認定を受けた場合には、農地所有適格法人について、

① 農業関係者が1/3超の議決権を有していること、かつ、
② 農業関係者＋食品事業者等が1/2超の議決権を有していること を要件とする。

※協議内容は、農地法第３条～５条の
みなし規定関連のもの

更なる経営発展
に取り組みたい

この制度について御興味のある
法人の方は農林水産省経営局農
地政策課まで御連絡ください

計画の記載事項
• 農業経営の発展に
関する目標

• 出資額等の出資に
関する事項

• 目標達成のための
措置内容

• 所有権等を有して
いる農地

• 今後権利を取得し
ようとしている農地

等



参考：法人経営体と食品産業等との連携

○ 地域の農地や雇用の受け皿として活動する農地所有適格法人の中には、生産規模の拡大や、
経営の多角化に取り組む中で、取引先等からの出資により、資本面での増強を図り、更なる投資
に繋げる法人や、実需者の視点を取り込み、経営発展を図る法人があり、農業経営発展計画制度
では、こうした農地所有適格法人と食品事業者等との連携による経営基盤強化をより促進。

舞台ファーム （宮城県仙台市） 

設立：平成15年

経営品目：米・野菜

従業員数：102名（グループ208名）

売上高：25.4億円

事業内容：

・野菜・米の生産・販売

・野菜物加工・販売 等

出資比率：農業関係者80％、アイリスオーヤマ20％

米・野菜の生産・加工・販売のほか、物流や農機具シェアサー

ビスや、グループ会社による障がい者就労支援、福島県内市

町村と連携した営農再開支援等の取組を展開。

セブン-イレブンのベンダーとして商品開発も実施（カット野

菜・おにぎり等）。

令和３年に竣工した、次世代型自動レタス工場（最大４万株/

日）では、稼働に当たり、地元雇用30名を創出。

アイリスオーヤマと共同出資により、精米・販売を行う舞台ア

グリイノベーション株式会社を設立し、日本最大級の精米工場

を運営。パック米の販売・輸出も実施。

共同出資のメリットとして、出資を契機として、実需者側から

経営、生産・品質管理面での参画を得られることを挙げる。

かまくらや（長野県松本市）

設立：平成21年

経営品目：そば・大豆・ジュース用トマト・にんじん・タマ

ネギ

経営面積：220㏊

従業員数：33名

売上高：２億4，000万円

事業内容：

・農業生産

・加工（そば製粉、菓子製造）

・販売（土産屋・そば屋）

出資比率：農業関係者68％、取引先事業者（2社）32％

遊休農地を活用し、自社での開墾・再生も実施し、地域の

農地を積極的に引き受け。

従業員33名の平均年齢は29歳。うち24名が新卒入社。

事業の多角化にも取り組んでおり、令和２年に「そば処か

まくらや」を開業したほか、そばかりんとう等の加工品を直

営店やインターネットで販売

天候・コロナ等の市場リスクに対応し、経営の安定化を図

るため「ジュース用トマト」「タマネギ」などの新作物に挑

戦。令和３年にはグループ会社「安曇野みらい農園」を設立

し農福連携事業にも取り組む。今後は、新規事業向けの加工

野菜を年間で出荷可能な加工調理施設や貯蔵冷蔵庫等を導入

予定であり、取引先からの出資額の増加も図る考え。 8



地域計画内における遊休農地の解消の迅速化（基盤法第22条の７）

○ 農地バンクが行う地域計画区域内の遊休農地の担い手への権利設定に係る手続を迅速化・
義務化

② 農業委員会による遊休農地の所有者への利用意向調査  

③ 農地バンクとの協議の勧告
⇒ 所有者が意向どおりに農地を利用していない場合、農業

委員会が所有者に対し農地バンクと協議するよう勧告

④ 都道府県知事による裁定・公告
⇒ 農地バンクからの申請を受け、都道府県知事が所有者
に対し農地バンクへの利用権を設定すべき旨を裁定

農地バンクへ利用権設定（40年以内）

協議が不調に終わった場合、農地バンクは、
勧告から６か月以内に知事への裁定申請が可能

農地バンクが担い手へ利用権設定（40年以内）

① 農業委員会による利用状況調査  

9

農地法の遊休農地措置の仕組み

市町村は、R7年3月までに集落単位で地域

計画を策定し、遊休農地を含め、10年後
の農地利用の姿を示した目標地図を作成

地域計画（目標地図）について

今後、各地域で地域計画を達成していくためには、目標地図で受け手が位置付けられた遊休農地について、
受け手に利用権が迅速、かつ、確実に設定されることが重要
→地域計画内での遊休農地措置については、農地バンクが遅滞なく知事への裁定申請することを義務化

現状 目標地図

地域計画に位置付けられたので、今後地域計画に沿って、農地を拡大して
いくための準備をしていくが、準備ができ次第、スムーズに耕作を始めたい。

遊休

遊休

遊休 遊休

遊休

バンク計画及び裁定手続きを活用し、

円滑な権利設定を推進



今後のスケジュール
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① 改正法の施行日は附則で公布の日（令和６年６月21日）から１年以内とされて
いるところ、関連政省令は秋頃にパブリックコメント・公布を予定

② 事務処理基準やガイドライン等についても、十分な周知期間を持って施行まで
に公表予定

③ 農用地等の確保等に関する基本指針については、「国と地方の協議の場」にお
ける協議を経て、令和７年中に策定予定

④ 改正法の円滑な施行のため、今後も都道府県、市町村、農業委員会、生産者、
食品事業者等の皆様と随時意見交換や説明会を実施予定

６月 ９月～11月頃

令和７年

春頃法 令

国指針

事務処理基準等を公表

説明会 随時説明会を実施

令和６年６月
改正法成立

令和６年秋頃
関連政省令

パブコメ・公布

令和７年春頃
改正法施行

通 知

令和７年中に策定予定



参考：農地バンク計画への一本化について
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